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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等　

回次
第16期
第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 (千円) 1,090,540 1,112,743 4,422,327

経常利益 (千円) 422,047 474,829 1,857,003

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 261,458 262,578 1,111,643

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 283,875 342,005 1,247,380

純資産額 (千円) 6,106,948 6,981,351 7,109,915

総資産額 (千円) 9,162,789 10,069,321 10,645,956

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 25.44 25.38 107.77

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 24.92 24.96 105.82

自己資本比率 (％) 56.1 59.0 56.7
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定にあた

り、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)が所有する当社株式のうち、四半期連結貸借対照

表上自己株式として表示している、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ」(以

下「ＥＳＯＰ信託」といいます。)の導入により同信託口が所有する当社株式については、普通株式の期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりません。「ＥＳＯＰ信託」の詳細については「第

４　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項　追加情報」に記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについては、重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び当社の関係会社)が

判断したものであります。　

 
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあっ

て、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外経済で弱さがみられており、中国をはじめとするアジ

ア新興国や資源国等の景気が下振れし、わが国の景気先行きについては依然として不透明な状況となっておりま

す。

当社グループを取り巻く環境を見ますと、当第１四半期連結累計期間における企業倒産件数は2,041件となって

おり、前年同期比7.9％減少（帝国データバンク調べ）となるなど、依然として倒産は抑制されている状況にあり

ます。

このような環境下、信用リスク保証サービスは引き続き堅調に推移いたしました。新規顧客の増加を図るべく

販売チャネルとの取り組みを強化するとともに、顧客の企業規模に応じたコンサルティング営業を強化いたしま

した。

以上の結果、契約の増加により当第１四半期連結会計期間末における保証残高は2,696億円(前年同期末比11.7

％増加)となりましたが、企業倒産件数の減少に伴う保証料率等の低下により当第１四半期連結累計期間における

売上高は1,112,743千円(前年同期比2.0％増加)となりました。一方、企業倒産件数が減少したことで原価率が好

転し、営業利益465,740千円(前年同期比11.5％増加)、経常利益474,829千円(前年同期比12.5％増加)、親会社株

主に帰属する四半期純利益262,578千円(前年同期比0.4％増加)となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間における経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益の平成29年３月期

連結業績予想に対する進捗率はそれぞれ22.1％、20.5％となりました。

 

商品別の業績は次のとおりであります。

①　事業法人向け保証サービス

当該サービスに係る売上高は、1,077,044千円(前年同期比3.1％増加)となりました。

②　金融法人向け保証サービス

当該サービスに係る売上高は、35,698千円(前年同期比22.3％減少)となりました。

 
(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて5.4％減少し、10,069,321千円となりまし

た。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、7,149,876千円となりました。これは、現金及び預金が

612,119千円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて8.8％減少し、2,919,444千円となりました。

②　負債の部

負債合計は、前連結会計年度末に比べて12.7％減少し、3,087,969千円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて12.8％減少し、2,954,070千円となりました。これは、前受金が

217,862千円、未払法人税等が195,698千円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて8.6％減少し、133,898千円となりました。
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③　純資産の部

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.8％減少し、6,981,351千円となりました。これは、非支配株主に

対する現金分配により非支配株主持分が44,484千円減少したことなどによります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,680,000

計 15,680,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,346,600 10,346,600
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数100株

計 10,346,600 10,346,600 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 10,346,600 ― 1,481,075 ― 891,075
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　     100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　 10,295,500 102,955 
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　  51,000 ― ―

発行済株式総数 10,346,600 ― ―

総株主の議決権 ― 102,955 ―
 

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株を含めております。

２．「ＥＳＯＰ信託」の導入により日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)が所有する当社株式

544,600株(議決権の数5,446個)は完全議決権株式(その他)に含めて表示しております。なお、当該株式は四

半期連結貸借対照表において自己株式として表示しております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

イー・ギャランティ
株式会社

東京都港区赤坂
５－３－１

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,403,177 4,791,058

  売掛金 22,077 22,822

  有価証券 402,630 701,830

  前払費用 ※１  1,264,637 ※１  1,287,161

  繰延税金資産 159,236 159,236

  未収入金 28,427 22,177

  その他 163,000 165,588

  流動資産合計 7,443,188 7,149,876

 固定資産   

  有形固定資産 549,501 543,819

  無形固定資産 55,964 73,862

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,400,000 2,100,000

   その他 197,301 201,763

   投資その他の資産合計 2,597,301 2,301,763

  固定資産合計 3,202,767 2,919,444

 資産合計 10,645,956 10,069,321

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 2,569 1,727

  1年内返済予定の長期借入金 39,148 51,744

  未払法人税等 316,109 120,411

  保証履行引当金 297,445 237,267

  賞与引当金 86,000 40,473

  前受金 ※２  2,233,067 ※２  2,015,204

  その他 415,206 487,243

  流動負債合計 3,389,546 2,954,070

 固定負債   

  長期借入金 31,212 18,616

  長期未払金 115,282 115,282

  固定負債合計 146,494 133,898

 負債合計 3,536,040 3,087,969

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,481,075 1,481,075

  資本剰余金 891,075 891,075

  利益剰余金 3,905,215 3,816,014

  自己株式 △246,037 △244,185

  株主資本合計 6,031,327 5,943,979

 新株予約権 27,924 31,193

 非支配株主持分 1,050,662 1,006,178

 純資産合計 7,109,915 6,981,351

負債純資産合計 10,645,956 10,069,321
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 1,090,540 1,112,743

売上原価 275,965 209,061

売上総利益 814,575 903,682

販売費及び一般管理費 396,897 437,941

営業利益 417,677 465,740

営業外収益   

 受取利息 7,278 9,003

 その他 ― 85

 営業外収益合計 7,278 9,088

営業外費用   

 持分法による投資損失 2,908 ―

 営業外費用合計 2,908 ―

経常利益 422,047 474,829

税金等調整前四半期純利益 422,047 474,829

法人税等 138,171 132,824

四半期純利益 283,875 342,005

非支配株主に帰属する四半期純利益 22,416 79,426

親会社株主に帰属する四半期純利益 261,458 262,578
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 283,875 342,005

四半期包括利益 283,875 342,005

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 261,458 262,578

 非支配株主に係る四半期包括利益 22,416 79,426
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

 

EDINET提出書類

イー・ギャランティ株式会社(E05665)

四半期報告書

11/18



 

(追加情報)

(従業員持株会支援信託ＥＳＯＰ)　

 (1) 取引の概要　

当社は、平成24年７月10日開催の取締役会において、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託

ＥＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決定し、同年７月31日に信託契約を締結いたしまし

た。　

当社は、従業員に対して業績向上のインセンティブを付与することにより、当社の株価や業績に対する従業員

の意識をより一層高めることで中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として、本制度を導入いたしまし

た。

ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）を参考に、従業員持株会と信託を組み

合わせることで、わが国の法令に準拠するように設計した従業員の株式保有を促進するスキームであります。

当社がイー・ギャランティ従業員持株会（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の

要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後一定期間にわたり当社持株会が取得すると見込

まれる数の当社株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社

持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合

に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じた場合には、当社が負担いたします。

当社株式の取得及び処分については、当社と信託口は一体であるとする会計処理をしております。従って、信

託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損益については四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。

 

 (2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

     成27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

 
 (3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額

前連結会計年度 245,979千円、当第１四半期連結会計期間 244,128千円

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数 前第１四半期連結会計期間 556,800株、当第１四半期連結会計期間 540,500株

期中平均株式数 前第１四半期連結累計期間 559,925株、当第１四半期連結累計期間 542,950株

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　前払費用

主として当社が再保証委託先に支払う保証料(支払保証料)及び代理店に支払う紹介料(諸手数料)に係わる前払相

当額であります。

 
※２　前受金

当社が保証契約先から受取る保証料に係わる前受相当額であります。

 
３　偶発債務

 

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

売掛債権保証サービスに係る保証債務 257,613,540千円 売掛債権保証サービスに係る保証債務 265,349,930千円

買取債権保証サービスに係る保証債務 　3,922,988千円 買取債権保証サービスに係る保証債務 　4,310,828千円

当社は営業活動として保証契約先から売上債権の保証
の引受を行っており、上記売掛債権保証サービスに係る
保証債務は当社が提供している保証枠の金額を記載して
おります。買取債権保証サービスに係る保証債務は当社
が実際に引受けしている保証債務の残高を記載しており
ます。
なお、これらに係る保証債務のうち、売掛債権保証
サービスに係る保証債務206,701,636千円については、金
融機関等による保険及び保証によって補填されておりま
す。

当社は営業活動として保証契約先から売上債権の保証
の引受を行っており、上記売掛債権保証サービスに係る
保証債務は当社が提供している保証枠の金額を記載して
おります。買取債権保証サービスに係る保証債務は当社
が実際に引受けしている保証債務の残高を記載しており
ます。
なお、これらに係る保証債務のうち、売掛債権保証
サービスに係る保証債務214,814,636千円については、金
融機関等による保険及び保証によって補填されておりま
す。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 8,297千円 8,540千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 287,717 28.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する配当金15,738千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 351,778 34.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する配当金18,516千円が含まれております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　

平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

当社グループは報告セグメントが信用保証事業のみであるため、記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

当第１四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはクレジット・デフォルト・スワップ取引を行っていますが、債務保証に準じた処理を行っている

ため、デリバティブ取引に関する注記として記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 25円44銭  25円38銭

　 (算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 261,458 262,578

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

261,458 262,578

　　普通株式の期中平均株式数(株) 10,275,640 10,346,440

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円92銭  24円96銭

　 (算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

　　普通株式増加数(株) 214,405 173,732

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)　「従業員持株会信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりません(前

第１四半期連結累計期間559,925株、当第１四半期連結累計期間542,950株)。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

イー・ギャランティ株式会社(E05665)

四半期報告書

17/18



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月５日

イー・ギャランティ株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　服　　部　　一　　利　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　酒　　井　　博　　康　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイー・ギャラン

ティ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１

日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イー・ギャランティ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

イー・ギャランティ株式会社(E05665)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

